
同志社大学GPシンポジウム資料 2009/12/１2

1

大学・大学院における社会福祉教育
ー現状と課題ー現状 課題

大阪市立大学 大学院

白澤政和
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社会福祉士試験受験者・合格者の推移
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元年 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 H21

元年 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 H21 総計

受験者数（人） 1,033 1,617 2,565 3,309 3,886 4,698 5,887 7,633 9,649 12,535 16,206 19,812 22,962 28,329 33,452 37,657 41,044 43,701 45,022 45,324 46,099 432,420

合格者数（人） 180 378 528 874 924 1,049 1,560 2,291 2,832 3,460 4,774 5,749 6,074 8,343 10,501 10,733 12,241 12,222 12,345 13,865 13,436 124,359

合格率　（％） 17.4 23.4 20.6 26.4 23.8 22.3 26.5 30.0 29.4 27.6 29.5 29.0 26.5 29.5 31.4 28.5 29.8 28.0 27.4 30.6% 29.1% 28.8%
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○社会福祉

施設等

10,009人

39%

○独立型社

会福祉士事

務所等

○その他

6,310人

25%

社会福祉士会の会員の就労状況は、施設と社会福祉協
議会が半数以上を占めている。

社会福祉⼠資格取得者の就労状況（平成20年3⽉31⽇現在）

○社会福祉

協議会等

3,210人

13%

○医療機関

2,787人

11%

○行政機関

2,954人

12%

387人

2%

総計

25,657人

（注）（社）日本社会福祉士会の会員のみを対象（日本社会福祉士会調べ） 3
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資格取得方法の見直し 社会福祉士

福祉現場における高い実践力を有する社会福祉士を養成するた
めの資格取得方法の見直しを行う。

福祉系大学等ルート 養成施設ルート 行政職ルート

現

行

国 家 試 験

福祉系大学等で

指定科目履修

児童福祉司等

５年以上

養成施設１年以上

（1,050時間）

（308校) (48校64課程)

【参考】現行の資格取得者数等の状況

＋

見
直
し
内
容

児童福祉司等

４年以上

養成施設６月以上

(600時間程度)

国 家 試 験

福祉系大学等で指定科目

履修（実習等に基準設定）

養成施設１年以上

(1,200時間程度)

（ 校) ( 校 課程)

＊平成20年の国家試験の状況

受験者数 約４．５万人

合格者数 約１．４万人

（合格率 約３１％）

平成20年資格取得者

約１．４万人合計

６４人（約１％）行政職ルート

約０．５万人（約３６．１％）一般養成施設ルート

約０．９万人（約６３．４％）福祉系大学等ルート

平成20年資格取得者

約１．４万人合計

６４人（約１％）行政職ルート

約０．５万人（約３６．１％）一般養成施設ルート

約０．９万人（約６３．４％）福祉系大学等ルート

4

１．教育内容の充実等

【 社会福祉士養成課程 】

（１）教育時間数の拡充

・現行1050時間 → 1200時間へ拡充。
（一般養成施設の場合）

（２）相談援助に関する科⽬の充実（専⾨性の向
上）

相談援助技術に関する科目を

（４）実習・演習科⽬の充実
① 実習・演習担当教員の資質の向上

（３）新たな科⽬の追加
・就労支援や成年後見、更生保護といった社
会福祉士の進出が期待される分野に関する科
目を追加。

社会福祉⼠養成課程の⾒直しについて

・相談援助技術に関する科目を、
現行 120時間 → 180時間へ拡充。
・演習に関する科目を、
現行 120時間 → 150時間へ拡充。

・ 実習・演習の指導方法等に関する講習会の受講を新たに義務
付け。
② 実習・演習担当教員の配置基準の明確化
・ 学生20人につき、１人以上を配置。

③ 施設等で実習を指導する「実習指導者」の資質の向上
・ 実習の指導方法等に関する講習会の受講を新たに義務付け。

２．その他

（１）施設・設備基準の見直し（実習室と演習室の共用を可能とすること等ハード面の規制緩和を実施。）

（２）情報開示の義務付け（教育内容や教員に関する情報開示を義務付け、学生が学校を選択する際の判断材料を提供。）

○ 実践力の高い社会福祉士・介護福祉士を養成し、今後の少子高齢化の進展等による多様化・高度化する国民の福祉・
介護ニーズに的確に対応できる人材を養成する。

5

社会福祉⼠の新たな教育カリキュラム
科目

時間数 大学等

一般養成
施設

短期養成
施設

指定科目 基礎科目

社会福祉原論 ６０ｈ ○ ○

老人福祉論 ６０ｈ ○ ○

障害者福祉論 ６０ｈ ○ ○

児童福祉論 ６０ｈ ○ ○

社会保障論 ６０ｈ
３科目

のうち

１科目

３科目

のうち

１科目

公的扶助論 ３０ｈ

地域福祉論 ３０ｈ

一般養成
施設

短期養成
施設 大学等

時間 時間 指定科目 基礎科目

人・社会・生活と福祉の理解に関する知識と方法（180h）

人体の構造と機能及び疾病 30
３科目
のうち
１科目

３科目
のうち
１科目

心理学理論と心理的支援 30

社会理論と社会システム 30

現代社会と福祉 60 60 ○

社会調査の基礎 30 ○ ○

総合的かつ包括的な相談援助の理念と方法に関する知識と技術（180ｈ）

相談援助の基盤と専門職 60 ○ ○

相談援助の理論と方法 120 120 ○

地域福祉の基盤整備と開発に関する知識と技術（120ｈ）

【改正前】 【改正後】

社会福祉援助技術論 １２０ｈ １２０ｈ ○

社会福祉援助技術演習 １２０ｈ １２０ｈ ○

社会福祉援助技術現場実習 １８０ｈ １８０ｈ ○

社会福祉援助技術現場実習指導 ９０ｈ ９０ｈ ○

心理学 ３０ｈ
３科目

のうち

１科目

３科目

のうち

１科目

社会学 ３０ｈ

法学 ３０ｈ

医学一般 ６０ｈ ６０ｈ ○

介護概論 ３０ｈ ３０ｈ ○

合計 １，０５０ｈ ６００ｈ １２科目 ６科目

地域福祉の理論と方法 60 60 ○

福祉行財政と福祉計画 30 ○ ○

福祉サービスの組織と経営 30 ○ ○

サービスに関する知識(300ｈ)

社会保障 60 ○ ○

高齢者に対する支援と介護保険制度 60 ○ ○

障害者に対する支援と障害者自立支援制度 30 ○ ○

児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度 30 ○ ○

低所得者に対する支援と生活保護制度 30 ○ ○

保健医療サービス 30 ○ ○

就労支援サービス 15
３科目
のうち
１科目

３科目
のうち
１科目

権利擁護と成年後見制度 30

更生保護制度 15

実習・演習（420ｈ）

相談援助演習 150 150 ○

相談援助実習指導 90 90 ○

相談援助実習 180 180 ○

合計 1,200 660 18科目 12科目

6
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今後の社会福祉士養成の大きな枠組

• 第一の側面

社会のニーズに応えられる優秀な人材をいかに養
成するか

• 第二の側面

社会に向けての側面であり、社会福祉士なりソー
シャルワーカーをいかに社会のニーズをキャッチし、
それに応えられるよう外部に対して働きかけていく
か

第1の側面と第2の側面は「車の両輪」

7

今後の活動方向

法改正でのカリキュラム・実習・演習改革に加
えて

衆議院の附帯決議の具体的な内容の実践
①福祉事務所での社会福祉士の登用、

②社会福祉施設の施設長や生活指導員等で②社会福祉施設の施設長や生活指導員等で
の社会福祉士の任用の促進、

③司法・教育・労働・保健医療分野での社会福
祉士の職域拡大、

④専門社会福祉士の創設、
⑤国家試験の見直し、
⑥実習指導体制の充実を図る、

8

第１の側面（教育の課題）

①法改正に基づく教育の推進

②国家試験制度の見直し

③実習指導体制の充実

9
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第２の側面
（社会のニーズに応えた人材を輩出）

①福祉事務所での雇用

②社会福祉施設といった福祉の機関・団体・施
設での雇用

③保健医療、教育、司法、労働等の他領域で
の職域拡大
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社会福祉士養成教育での
今後の基本的な方向

• 実践能力がある人材養成に向けた基礎づくり

①新たに始まるカリキュラムやシラバスの準備、

②演習・実習担当教員を養成するために、演習・実習
担当教員養成講習会への参加、担当教員養成講習会 の参加、

③新たな実習先の依頼等で、実習指導担当者の設定

④社会的には、社会福祉士国家資格にあり方につい
ての見直しの報告書

これらはミニマムであり、自らの独自性を発揮するた
めに、必要とされる科目を追加したり、演習や実習
時間の拡大は、大いに歓迎
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今後の社会福祉士養成教育での課題

①人権や豊かな人間性を備え、国際性や情報テクノロ
ジーにも優れた人材を輩出していくためには、教養
教育の課題

②今回の改革では、ジェネリックなソーシャルワー

カーとして社会福祉士を位置づけてきたが、スペシカ として社会福祉士を位置づけてきたが、スペシ
フィックな側面をどのように養成していくのかの課題

③ソーシャル・アドミニストレーションやソーシャルポリ

シーと言われる、社会福祉政策の立案から社会福
祉事業の経営・運営教育の課題

④アジア（日本・韓国・中国）での社会福祉士資格の互
換性についての課題

12
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日本学術会議での対応

• 「学士課程教育の構築に向けて（審議のまと
め）」（平成20年３月25日 中央教育審議会大
学分科会制度・教育部会）を受け、

• 日本学術会議に対して、「大学教育の分野別
質保証の在り方に関する審議」依頼質保証の在り方に関する審議」依頼

• 現在、参酌基準として、社会福祉学について
も審議し、提案する予定（2～3年かける）

• 日本社会福祉教育学校連盟のアクレデー
ション案との調整

13

スペシフィック教育に向けての
日本学術会議社会福祉学分科会の提案

認定資格（アクレデーション）

国家資格

14

国家資格（社会福祉士・精神保健福祉士）と
認定スクール（学校）ソーシャルワーカー養成課程修了との関係

認定スクール（学校）ソーシャルワーカー養成課程
修 者

医療ソーシャルワーカー社

会

精神保健福祉士

修了者

福

祉

士

15
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認定スクール（学校）ソーシャルワー
カー養成課程の現状と課題

• 初年度10校が実施、次年度も10校程度が追
加されるのではないか

学生から 人気が高 制限をし るが• 学生からの人気が高い 制限をしているが、
応募者が多い

• 社会福祉士会での「認定スクール・ソーシャ
ルワーカー」の制度化と連動→就職と常勤化
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新たなスペシフィック教育への支援

• 認定施設ソーシャルワーカー課程の新設（社
会福祉士養成校協会）

認定施設 シ カ 資格制度に連• 認定施設ソーシャルワーカー資格制度に連
動させる（日本社会福祉士会）

• エビデンスをもとに介護保険や障害者領域で
の「加算」の獲得を目指す
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図4 社会福祉専門職養成の教育体系（案）

社会人
としての
基礎教育

社会福祉
専門職

としての基礎教育

ｼﾞｪﾈﾗﾘｽﾄ
としての

価値・知識・技術

マネジャー
としての

価値・知識・技術

基礎教育 専門教育専門教育

ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ
としての

価値・知識・技術
キキキ
ャ
リ
ア
パ
ス

キ
ャ
リ
ア
パ
ス大学教育

大学院教育

継続教育

18
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ソーシャルワーク全体としての
資格制度の体系化

• 社会福祉士というジェネリックな視点を基礎
にして、さまざまな領域で応用能力をもった
ソーシャルワーカーを養成

• 社会的に認知、評価され、さらには雇用され
る仕組みが必要

• 社会福祉士を土台にして、追加的な実践能
力が高い人材養成となるべく教育内容の質を
担保することが不可欠

19

今後の社会福祉資格でのキャリアパス

国家資格

認定資格

20

「専門社会福祉士」の方向

• このカリキュラムは、社会福祉士としての能
力確認に加えて、「スーパービジョン論」「施
設マネジメント論」「地域マネジメント論」「会議
運営論」「法人経営管理論」といった科目習得運営論」「法人経営管理論」といった科目習得
が必要

• スーパーバイザー（中間管理職）や施設長に
なっていく

21



同志社大学GPシンポジウム資料 2009/12/１2

8

社会福祉士のキャリアパスの方向性

専門社会福祉士
プ

認定 管
（チームアプローチ

・マネジメント・
スーパビジョン）

認定
社会福祉士

経験年数

理
職

22

行政や社会福祉施設などでの
社会福祉士の採用に向けて社会福祉 採用 向け

23

福祉事務所の職員に占める社会福祉士の数

単位：人

職       種 人員数 うち社会福祉士数 所持率

所     長 1,226 12 1.0%

次     長 34 4 11.8%

課 長 340 32 9.4%

福祉事務所における職員の社会福祉士資格所持率は極めて低い。

課     長

係     長 2,352 88 3.7%

査 察 指 導 員 305 8 2.6%

生保担当現業員 11,372 318 2.8%

二法担当現業員 359 4 1.1%

五法担当現業員 7,185 282 3.9%

（注）「福祉事務所現況調査」厚生労働省社会・援護局総務課（平成１６年１０月１日現在）

24
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①福祉事務所等の行政での社会福祉士の登用

●自治体で、社会福祉士資格所得者なり社会福
祉士国家試験受験資格取得予定者に限定した
試験制度の普及

●新カリキュラム「就労支援」といった科目も作ら
れており 生活保護受給者の自立支援能力をれており、生活保護受給者の自立支援能力を
学生に身につけさせる教育

福祉事務所や児童相談所で、実践能力を有する
社会福祉士取得者を輩出 → 社会福祉士が
福祉事務所や児童相談者で配置すべきという
法案を準備

25

最近の動向

• 行政での社会福祉士採用試験が急増してい
る。地域包括支援センターに始まり、他のセ
クションに配置されつつある。 → 保健師の
ような採用状況を作り出していく。

• 福祉職採用試験（教育学・心理学・社会学も
可）に対する、社会福祉士採用枠の提案をし
ていく。あるいは、相談援助に関する試験問
題を課すことを提案していく。

26

ケアチーム

・日常的個別指導・相談
・支援困難事例等への指導・助言
・地域でのケアマネジャーのネット

ワークの構築

総合相談・支援事業

長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ

新
予
防
給

地域包括⽀援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ

・アセスメントの実施

被保険者被保険者

多職種協働・連携の実現支援

行政機関、保健所、医療機関、児童相

談所など必要なサービスにつなぐ

多面的（制度横断的）支援の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス ヘルスサービス

虐待防止 ボランティア

民生委員

包括的・継続的ケアマネジメント
支援事業

介護予防ケアマネジメント事業社会福祉士等

介護相談員

虐待防止・早期発見、権利擁護

ケアチ ム

ケアマネジャー

ネ
ジ
メ
ン
ト

給
付
・介
護
予
防
事
業

↓
・プランの策定

↓
・事業者による事業実施

↓
・再アセスメント主治医

連携

主治医

地域医師会、福祉
関係団体、介護支
援専門員等の職能

団体

利用者、被保険者（老人クラブ等）介護保険サービスの関係者

ＮＰＯ等の地域サー
ビスの関係者

権利擁護・相談を担う関係者

主任ケア
マネジャー等

地域包括支援センター
運営協議会

・センターの運営支援、評価 ・中立性の確保
・地域資源のネットワーク化 ・人材確保支援

保健師等チームアプローチ

居宅介護支援
事業所

⇒市区町村ごとに設置
（市区町村が事務局）

包括的支援事業の円滑な実
施、センターの中立性・公正
性の確保の観点から、地域
の実情を踏まえ、選定。

地域包括支援センター設置数
３，８３１箇所

（平成１９年４月末時点）

27
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障害者相談⽀援事業のイメージ

・認定調査の実施
・サービス利用意向の聴取

福祉サービス利用援助

障害程度区分にかかる認定調査
の委託の場合

相談支援専門員

社会資源の活用支援

社会生活力を高めるための支援

権利擁護のための必要な事業

ピアカウンセリング

専門機関の紹介

ｻｰﾋﾞｽ担当者会議

利用者

異分野多職種協働

総合的な相談支援

地域生活支援事業

障害者相談
支援事業
（交付税）

成年後見制
度利用支援

事業

市町村相談
支援機能強

化事業

地域自立支援協議会の運営

保健・医療

当事者サービス事業者

子育て支援・学校

相談支援事業者

地域自立支援協議会

自立支援協議会を市町村が
設置し、中立・公正な事業運
営の評価を行う他、権利擁
護等の分野別サブ協議会等
を設置運営する。

（市町村単位・圏域単位）

相談支援専門員

・委託相談支援事業の運営評価
・中立公平性の確保
・困難事例への対応協議調整
・ネットワーク構築
・地域資源の開発改善
・人材活用（専門的職員・アドバイザー）

企業・就労支援

高齢者介護

行政機関

権利擁護
就労支援

地域移行 等

サブ協議会

・サービス利用計画作成・ﾌｫﾛｰ支援
・利用者負担額の上限管理

サービス利用計画作成・フォロー
の場合住宅入居等

支援事業
(居住ｻﾎﾟｰﾄ

事業）

事業

障害者相談員

民生委員

28

介護保険事業従事者の生活相談員等に占める
社会福祉士の数

単位：人

施設・在宅サービス 生活相談員等数 うち社会福祉士数 比率

○施設 13,504 3,753 27.8%

　介護老人福祉施設 7,998 1,890 23.6%

介護保険事業における生活相談員等の社会福祉士資格所持率は、入所系で約28％、
通所系は約15％である。

　介護老人保健施設 5,506 1,863 33.8%

○在宅サービス 35,797 5,363 15.0%

　通所介護 26,656 3,158 11.8%

　通所リハビリテーション 2,537 687 27.1%

　短期入所生活介護 6,604 1,518 23.0%

合　　　　計 49,301 9,116 18.5%

（注）「介護サービス施設・事業所調査」厚生労働省大臣官房統計情報部（平成１６年度・平成１６年１０月１日現在）

　　　常勤・非常勤を含めた人数（実数）である。

29

②社会福祉施設の生活指導員等での
社会福祉士の任用の促進（１）

• 社会福祉主事は行政の任用資格であり、社会福祉施設は社
会福祉法人の運営である以上、生活指導員等の業務をどの
ような専門職が担うべきかの議論のもとでの関連法改正の
議論

• 相談職に社会福祉士が採用されるインセテｲブが働く仕組み
づくり。社会福祉士資格に基礎にして、そこにいくつかの必づくり。社会福祉士資格に基礎にして、そこにいくつかの必
修科目を履修した「認定施設ソーシャルワーカー」を作り、売
り出していく

• 必修科目は、ケアの理論と実際、施設ケアプランの作成・実
施、チームアプローチとカンファレンス、地域移行支援、と
いった演習を含めた座学の科目と施設での実習が考えられ
る。この認定資格の有効性をもとに、介護保険制度で加算を
得たり、障害児・者施設では社会福祉士なり認定施設ソー
シャルワーカーを配置していくようインセンティブが働くことか
ら、改革のスタートを切ることが必要である。

30
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②社会福祉施設の施設長への
社会福祉士の任用の促進（２）

• 施設長には経営面、管理面、教育面での素
養が必要

• 社会福祉士養成教育だけではそうした素養を
もった人材を養成しきれないもった人材を養成しきれない。

• 専門社会福祉士は、管理面、経営面、教育
面での素養を身につけられるようなものとし、
社会福祉士資格取得者が専門社会福祉士
資格を得て、施設長などの管理職へのキャリ
アパスの道を作っていく必要がある。

31

保健・医療、教育、司法、労働領
域での職域開拓での新展開域 職域開拓 新展開

32

①保健医療の領域

• 中央社会保険医療協議会が2008年度診療報酬改定を答申
したが、社会福祉士に退院調整加算・後期高齢者退院調整
加算に診療報酬がつく

• 医療ソーシャルワーカーが診療報酬を得られる範囲の一層
の拡大が必要

• 現在、ＤＰＣ対象病院の機能評価係数に、「患者当たりの医
師、歯科医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、社会福祉士
の数の割合」を入れることが協議されている。（中医協）

• 医療ソーシャルワークの側で、社会福祉士を土台にしながら、
医療ソーシャルワーカーとしての専門性を高め、社会から承
認を得ていく認定資格が制度化された。（医療社会事業協
会） 33
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②教育の領域

• 2008年度に、文部科学省が15億円の予算を
使って、100数十カ所でスクールソーシャル
ワーク事業を開始。 今年度から３分の１の補
助事業助事業

• 社会福祉士資格を前提とした「認定ソーシャ
ルワーク課程修了者」制度を作り、学校教育
の場で通じる実践能力を有した人材を養成し、
教育委員会が雇用へのインセンティブが働く
仕組み作り →10校が実施 34

スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）活用事業スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）活用事業

都道府県・市町村教育委員会

【関係機関との連携】
・ネットワークの構築
・関係機関との調整
・情報・行動連携 など

【校内体制づくり】
・校内チーム体制の構築
・教職員のサポート
教職員等 の研修 など

関係機関

児童相談所
福祉事務所
保健・医療機関
適応指導教室
警察
家庭裁判所
保護観察所 等

スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）
教育と福祉の両面に関して、専門的な知識・技術を有
するとともに、過去に教育や福祉の分野において、活

経験 実績等があ 者

● 問題行動等の背景には、児童生徒が置かれた様々な環境の問題が複雑に絡み合っている。そのため、
① 関係機関等と連携・調整するコーディネート
② 児童生徒が置かれた環境の問題（家庭、友人関係等）に働き掛けること等が求められている。

学 校

地域

運営協議会 【成果・報告等】

・大学等研究機関（大学教授等）
・関係機関担当者
・PTA 等

・教育委員会生徒指導担当指導主事
・ＳＳＷ
・ＳＳＷ配置校校長

情報 行動連携 など
・教職員等への研修 など

児童生徒が置かれた様々な環境の
問題への働き掛け

不登校

動経験の実績等がある者

【課題・提案等】

児童生徒

家庭
友人

いじめ

暴力行為

児童虐待

35

事業の内容

改正教育基本法第１３条（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）の規定を踏まえ、それぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域全体
で教育に取り組む体制づくりを目指し、地域の実情に応じた学校・家庭・地域の連携協力のための様々な具体的仕組みを促進し、社会全体の
教育力の向上を図る。【補助事業：補助率1/3】

学校・家庭・地域の連携協力推進事業
（ 新 規 ）
平成21年度予算額（案） 14,261百万円

すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの活動拠
点(居場所)を設け、地域の方々の参画を得て、学習活動やスポ
ーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の機会を提供す
る取組を支援する。
【箇所数】15,000箇所

放課後子ども教室推進事業

教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識
・技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働き掛けて、
支援を行うスクールソーシャルワーカーを配置し、教育相談体
制の整備を支援する。
【箇所数】65県市 1,040人

スクールソーシャルワーカー活用事業

地域住民がボランティアとして学校の教育活動を支援する
｢学校支援地域本部｣を設置し、地域全体で学校教育を支援す
る体制づくりを支援する。
【箇所数】3,400箇所

学校支援地域本部事業

スクールガード・リーダーによる巡回・学校や学校安全ボラ
ンティアに対する警備のポイント等の指導、学校安全ボランテ
ィアの養成のほか、新たに、各地域における子どもの見守り活

動に対する支援を行う。

【箇所数】スクールガード・リーダーを小学校5校に1人
（2,900人→4,500人）

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有
するスクールカウンセラーや児童が気軽に相談できる相談相手
として｢子どもと親の相談員｣等を配置するとともに24時間体制
の電話相談を実施し、教育相談体制の整備を支援する。

【箇所数】スクールカウンセラーの配置
小学校(1,105校→3,650校)、中学校(10,077校) 等

スクールカウンセラー等活用事業

身近な地域における家庭教育支援を広く実施するため、｢家
庭教育支援チーム｣の定着を図るとともに、持続可能な支援を
行うための地域人材を養成し、多くの親が集まる様々な機会を
活用して学習機会を提供する。
【箇所数】1,800地域

家庭教育支援基盤形成事業

36
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③司法の領域

• 2009年度から、刑務所の中での社会復帰支援（施

設内処遇）７８カ所の全刑務所全てに社会福祉士が
配置され、少年院の一部にも配置。社会内処遇とし
ては、全国の更生保護施設の半数近くに社会福祉
士や精神保健福祉士を配置士や精神保健福祉士を配置

• 新カリキュラム「更生保護」が新たな科目として位置
づけられているが、実習・演習を中心として、司法領
域で仕事ができる人材の養成

37

福祉の支援が必要な刑務所出所者の現状
刑 務 所

○ ６５歳以上の満期釈放者の５年以内刑務所再入所率は７０％前後と、６４歳以下の年齢層
（６０％前後）に比べて高い（法務省特別調査）。しかも、６５歳以上の再犯者のうち約４分の３が
２年以内に再犯に及んでいる（平成１９年版犯罪白書）。

○ 親族等の受入先がない満期釈放者は約７，２００人。うち高齢者又は障害を抱え自立が困
難な者 は約１，０００人。（平成１８年法務省特別調査）

○ 調査対象受刑者２７，０２４人のうち知的障害者又は知的障害が疑われる者が４１０名、
療育手帳所持者は２６名。知的障害者又は知的障害が疑われる者のうち犯罪の動機が

厚 生 労 働 省

社 会 ・ 援 護 局

刑務所入所中に、出所後円滑に福祉へつなぎ、社
会生活に移行させるための支援ができていない。
刑務所入所中に、出所後円滑に福祉へつなぎ、社
会生活に移行させるための支援ができていない。

福祉サービス、住居の設定、就労の確保がで
きないまま出所
福祉サービス、住居の設定、就労の確保がで
きないまま出所

地域で生活できない
↓

犯罪を犯し、再度、入所

地域で生活できない
↓

犯罪を犯し、再度、入所

刑務所出所後、円滑に福祉サービス（障害者手帳の発給、社会福祉施設への入所など）へとつなぐため
の仕組みがないことから、早期に再犯に至るリスクが高く、対策が必要

療育手帳所持者は 名。知的障害者又は知的障害が疑われる者のうち犯罪の動機が
「困窮・生活苦」であった者は３６．８％（平成１８年法務省特別調査）

再犯リスク大再犯リスク大

38

地域生活定着支援センターについて（平成21年度新規事業）

A県刑務所 厚生労働省

補助(定額）

平成２１年度予算額

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ支援対策等事業
費補助金210億円の内数

出所後直ちに福祉サービス（障害者手帳の発給、社会福祉施設への入所など）につなげるための準備を、各都

道府県の保護観察所と協働して進めるため、地域生活定着支援センターを、都道府県の圏域ごとに１か所設置す
る。

地域生活定着支援センターは、保護観察所と連携して、①出所後に必要な福祉サービス等のニーズ把握、帰

住予定地の地域生活定着支援センターとの連絡等の事前調整を行う、刑事施設所在地において果たす役割と、
②出所予定者の福祉サービス利用の受入先調整を行う、帰住予定地において果たす役割の２つの役割を併せ持
つ。

＜A県地域生活定着支援センター＞

福祉事務所
市町村

ハローワーク

精神保健
福祉センター

福祉施設
福祉事業者

地域包括支援
センター

障害相談支援
事業者

身体障害者・
知的障害者
更生相談所

社会福
祉協議会

更生保護施設

②受入先調整

（A県内に帰住する場合）

A県内市町村連絡・調整

（A県刑務所に入所中の者がB
県内に帰住を希望する場合）

A県保護観察所

①事前調整

（保護観察所と連携）

※実施主体：都道府県（社会福祉
法人、NPO法人等に運営委託可）

＜B県地域生活定着支援センター＞ 39
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④労働の領域

• 可能性の高い職域はハローワーク(職業安定所）

• 就労支援を核にして生活支援を考えていくことが主
流

• 福祉事務所で生活保護、障害者施設、在宅の障害福祉事務所で生活保護、障害者施設、在宅の障害
者相談支援、母子生活支援施設等では、利用者の
就労支援を意識しながら、生活全体の支援

• 12月のハローワークでのワンストップでの就労斡旋

や生活保護申請の業務にソーシャルワーカーを配
置することを山野井政務官に要望

• 実績を積み上げていくことで、新たな職域の開拓
40

まとめ：今後の社会福祉士発展の方向

目 的

方法・技能

社会的承認

目

価 値

知 識

41

社会福祉士は
誰から承認を得るのか

①国や自治体

②雇用団体や個々の雇用機関・団体

③職能団体や養成団体③職能団体や養成団体

④利用者

（Elizabeth M. Timberlake, Generalist Social 
Work Practice : Strengths‐Based 
Problem‐Solving Approach）

42
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職域の拡大と充実の現状と課題

①新たに拡大

• 教育、更生、労働の領域

• 行政での社会福祉士に限定した専門職採用

②現状の充実

• 社会福祉施設および介護保険施設の相談員の
配置の推進と社会的待遇の充実（例：加算）

• 在宅サービスの相談員や社協職員での配置の推
進と社会的待遇の充実

43

職域拡大に向けての日本の課題

①国や地方自治体
＜現状＞

国 社会福祉士の国家資格の創設

地域包括支援センターに設置の義務化

地方自治体 社会福祉士に限定した募集をする自治体の増加

＜課題＞

国 司法領域、教育領域、労働領域での社会福祉士を基礎にす との

承認を得ていく

地方自治体 社会福祉士の採用

相談事業での社会福祉士資格の要件 （例：大阪府のコ

ミュ ニティ・ソーシャルワーク活動事業）

44

②職能団体や養成団体の現状と課題

• 養成団体は社会福祉士やソーシャルワーカーの社会
的承認を得るために何をしてきたのか

• 職能団体は継続教育機能が中心である。社会福祉士
の社会的承認を得るために何をしてきたのか。

• 今回の法改正では 法改正の推進や付帯決議のため• 今回の法改正では、法改正の推進や付帯決議のため
のソーシャルアクションの実施

• →具体的な社会的承認を得ていくための行動

• 両団体は、自らが社会的承認を与えていくことと、社会
的承認を得るために、他に具体的に承認してくれるよう
働きかける（行政、雇用団体、国民）

45
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③雇用団体への働きかけ

• 社会福祉施設経営者協議会、領域別での協
議会（老人福祉施設協議会も含む）、老人保
健施設協議会は自ら社会福祉士配置のため
に動くであろうか。

• 職能団体や養成団体が承認を得られるよう
働きかけていく（例：どのような社会福祉士機
能を強化すれば、利用者支援や施設マネジメ
ントに役立つか）

46

④利用者や国民からの承認

• 国民への社会福祉士の仕事についての啓発
事業の推進

• 利用者から社会福祉士が高い評価を得ることで、社
会的承認を得る。会的承認を得る。

• 社会福祉士の実力が試される→大学教育や継続教
育の必要性、職場環境の整備、

事
業
の
推
進

47

ソーシャルワークの枠組み

目 的
知 識

技術・方法 教
育

多様
な形
態の
教育

社会的承認

価 値

結論：職域拡大には赤色部分を強化する原点に
戻ることになる。同時に、他に実施しなければな
らない多くの業務がある

教育

48


